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（３）子ども・子育て

全世代型社会保障の構築に向けた重要な第一歩として、本年 10 月から

幼児教育・保育の無償化が実施される。また、喫緊の課題である待機児

童解消についても、政府は、平成 29 年６月に発表した「子育て安心プラ

ン」を前倒し、令和２年度（2020 年度）末までの３年間で合計約 32 万

人分の受け皿整備を進めるなど取り組んできている。

こうした子ども・子育て支援の充実・強化を図るなかにおいても、効

果的・効率的な支援としていくことが重要であり、保育制度などの子ど

も・子育て支援新制度については、令和２年（2020 年）において、施行

後５年の見直しを迎えるに当たり、公定価格の適正化に向けた検討が必

要である17。

公定価格は、地域区分別、利用定員別に応じて積み上げて算定された

「基本額」に、事業の実施体制等に応じた「各種加算等」を加えた金額

（公定価格＝基本額＋各種加算等）により構成されている。このように

公費を基に運営されているにもかかわらず、例えば、平成 30 年度予算執

行調査（財務省）において、保育所の収支差率（6.7％）が中小企業の平

均（3.1%）を上回っていること等が確認された。 

これを踏まえれば、経営実態を適切に反映した実態調査を行うととも

に、公定価格の算定方式自体の在り方の検証が必要である。具体的には、

公定価格の算定における個々の見直しを検討することに加えて、各々対

象となる費目を積み上げる「積み上げ方式」から、実態調査等に基づき、

人件費・事業費・管理費等を包括的に評価する「包括方式」への移行も

検討すべきである18。

また、仮に「積み上げ方式」を維持する場合であっても、公定価格の

内訳についても、利用実態を反映した適正化が必要である。一例を挙げ

れば、保育所は原則土曜日開所が必要であるが、土曜日の利用希望者が

17 このほか、昨秋の建議で示したとおり、児童手当についても、支給されるか否かの判定基準で

ある所得の範囲について世帯合算で判断する仕組みへの変更や、所得制限を超える者に対する

月額５千円の「特例給付」について廃止を含めた見直しを行うべきである。
18 社会保障制度における公定価格等の算定方式は、診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報

酬は「包括方式」となっているが、保育公定価格は「積み上げ方式」になっている。
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おらず、常態的に土曜日を閉所する場合には、公定価格における土曜開

所に係る費用を定率で調整する仕組みとなっている。一方で、実際の運

営状況を見ると、開所していて満額が措置されていても、利用児童数や

実際に勤務している職員数は平日の半分以下となっている場合が多い。

更に、複数の保育所による共同保育を実施した場合、その週に閉所して

いる施設も開所しているものとして公定価格が算定される仕組みになっ

ている19。 

こうした実態を踏まえれば、土曜日開所に係る公定価格の減算調整に

ついて、公平性の観点から、利用実態・運営実態を反映した、よりきめ

細やかな調整の仕組みを導入することが必要である。〔資料Ⅱ－１－51、

52 参照参照〕 

 

（４）年金 

現行の年金制度について見ると、平成 16 年改正に基づく基礎年金国庫

負担２分の１が実現し、保険料の引上げも終了したことにより、年金財

政を均衡させるための基本的な仕組みは概ね完成している。 

一方で、デフレの長期化により、マクロ経済スライドは十分に機能を

発揮せず、賃金低下のなかで年金が維持されたことと相まって、マクロ

経済スライドの調整期間が長期化してきた。 

また、子育て支援の充実等を背景に女性の就業率が上昇するとともに、

平均寿命の伸長等を背景に高齢者の就労が進展し、これらを背景とした

パート・アルバイト等の増加により、働き方が多様化しており、現行の

年金制度はこうした変化にも直面している。 

これらを踏まえれば、将来の基礎年金の給付水準の維持・向上を図る

とともに、働き方を巡る変化に対応した制度としていくことが必要であ

る。また、制度の在り方を検討するうえでは、世代間・世代内の再分配

機能を適切に確保する観点が重要であることに加え、将来の国庫負担の

水準への影響に留意する必要がある。 

本年は３回目となる財政検証の年であり、オプション試算を行う２回
                                                  
19 子ども・子育て会議（第 41 回）厚生労働省提出資料 「保育所等の運営実態に関する調査結果」

＜速報＞ 
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